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1. はじめに(総括) 

 

【オープンイノベーションによる成果】 

今年度も TIA のオープンイノベーション拠点を活用した様々な産学官連携の取り組みがあ
り、事業化、産業化に向けた橋渡しの活動として、製品化、市場開拓に向けた様々な支援活
動が行われた。 

ナノエレクトロニクスでは、ポスト 5G情報通信システム基盤強化研究開発において、半導体
分野における装置・材料技術の維持・向上を目的として、先端ロジック半導体(2nm ノードの
ナノシートトランジスタ)の研究開発を可能とするパイロットライン構築を行い、標準プロセスを開
発に向けた取り組みが実施された。また従来から「原子スイッチ」をプログラムデバイスとした
FPGA デバイスの社会実装を目指したコンソーシアム活動を行っているが、最新動向に加え、そ
の宇宙利用に向けた技術研究、更には、FPGA のニューラルネットワークへの応用をテーマにし
たシンポジウムを開催し、FPGA の広範な応用に関して議論を行った。シリコンフォトニクス分野
では、マルチプロジェクトウエハ試作のファブ事業において、2018年から既に 5回の試作を実施
し、今年度は、標準仕様と特殊仕様が混載する試作を実施、チップ製造にかかる期間は約 6
ヵ月とするなど、ファンドリー運用体制の安定化をはかった。 

パワーエレクトロニクスの取り組みでは、つくばパワーエレクトロニクスコンステレーション(TPEC)
における活動として、4 インチ SiC ラインが研究開発ファウンドリーとしての価値提供へとシフトし
た。SJ プロジェクトを遂行するとともに、GaNの試作も行っている。6 インチ SiC ラインは、パイロ
ット製品の市場テストを行うことを想定し、「SCRパワーエレクトロニクスライン(SPEL)」として新
しい制度設計の下で運用中である。超電導でのオープンイノベーションを目指すコンソーシアム
ASCOTは、今年度、超電導の新たな技術ニーズ及びシーズを探す 8件のセミナーを開催し、
例年秋に開催している第 35回国際超電導シンポジウム（ISS2022）はハイブリッドで開催
（実会場：ウインクあいち）され、299名の参加、187件の口頭発表が行われた。さらに超
電導スクール 2022は、Web講義形式にて 44名の参加があった。 

グリーンの活動では、固体電池、液化水素用材料・システム、リチウム空気電池に関連する
研究開発等の拠点活用プロジェクトが実施された。 

TIA連携プログラム探索推進事業(以下「かけはし」)も 2016年以来、7回目の採択を実
施した。52件採択うち新規課題 35件、継続課題 17件であった。企業提案テーマ 4件が
採択されたが、主に TIA運営諮問会議等を構成する民間企業との協力によるもので、継続
的な産学連携の取り組みがここでも定着している。 
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【連携形成の仕組み「かけはし」の取り組みについて】 

7年目となる連携プログラム探索推進事業「かけはし」では、申請のあった 58課題より 52
件を審査により選び、例年と同様に多様な分野の研究課題が採択された。昨年に引き続き、
企業提案テーマによる「かけはし」研究課題の取り組みを進め、主に運営諮問会議メンバー企
業と TIA研究者の連携が促進された。今回も前年同様に、プレベンチャー醸成支援、SDGs
向けの支援が行われた。前者は 2022年 11月に起業を目指す研究者に対するコンサル面
談を実施し、事業化を具体的に行う際の問題点を示した。後者は 2023年 1月 20日にラ
ンチョンセミナー形式で有識者による講演を実施した。 

2021年度の「かけはし」研究成果については、成果報告会を 2022年 7月 21日に
ZOOM によるオンライン開催として実施した。7名の研究者による成果発表講演や、Web を
活用したポスター展示など、かけはしの取り組みを広く普及させるものとなった。参加者も前年を
大きく超える 240名となり、オンラインを活用して、広く多くの来場者を迎えることができた。 

研究交流のためのシンポジウム、研究会などの交流活動はコロナ禍の初期（2020年）より
は回復傾向にある。調査研究については、おおむね順調に進捗していることが見て取れた。 

 

【企業との連携の深化とオープンイノベーションの取り組み発展】 

TIA運営最高会議は、2022年度には 3回開催された。特に 3回のうち 2回はハイブリッ
ドによる開催を行い、コロナ禍において直接の面談が困難になっている部分を改善し、円滑な
議論と理解が進む取り組みを行った。2022年 7月 27日の第 21回開催時には、第 3期
TIAVISION における最重要研究開発テーマである光量子計測についての討議、2022年
10月 19日の第 22回の会議では物質・材料データプラットフォームについての討議を実施し
た。2023年 3月 8日の第 23回運営最高会議では事業報告書の発表を中心とした今年
度の活動報告を行った。 

TIA運営諮問会議は、産業界と TIA における様々な取り組みに関する意見交換を行う場
として位置づけている。今年度は 2022年 6月 17日（第 9回）、2023年 1月 13日
（第 10回）の 2回開催となった。今年度は TIA の重要な研究開発テーマである半導体に
関連するテーマ（特に人材育成について）や、運営最高会議でも議論された物質・材料デー
タプラットフォーム、光・量子計測などについても、産業界からの意見を頂戴し、充実した議論を
行った。 

事務局の常設チームである「連携企画」チームと「広報」チームの活動について 2022年度も
前年のWeb を中心とした会議体を実施してきた。連携企画チームでは「かけはし」事業の推
進を中心とした取り組みを実施した。広報チームは TIAの各種イベント（Web によるオンライ
ン開催）の企画・運営を中心として、活動を行った。 
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【オープンイノベーションの進展（MG活動、研究施設・設備）】 

ナノエレクトロニクスMG では、今年度は半導体人材の現状分析と課題抽出を行い、必要と
される半導体人材を育成するための方策について検討した。また、成果の橋渡し支援の活動
では、原子スイッチ FPGA技術の社会実装を目指し、同デバイスの研究者からユーザーをつな
ぐ技術コンソーシアムを引き続き運営しているが、原子スイッチ FPGA の最新動向に加え、その
宇宙利用に向けた技術研究や、FPGA のニューラルネットワークへの応用をテーマにしたシンポ
ジウムを開催し、FPGA の広範な応用に関して議論を行なった。さらに若手研究者のネットワー
キングとエレクトロニクスの将来を議論する TIA-EXA の活動では、3月にフォトニクスデバイス
材料に関するセミナーを開催した。 

パワーエレクトロニクスにおいては、4 インチ SiC ラインが研究開発ファウンドリーとしての価値提
供へとシフトし、GaN の試作も行っている。6 インチ SiC ラインは、パイロット製品の市場テスト
を行うことを想定し、新しい制度設計の下で運用中である。 

MEMSMG では、MEMS センサの重要性が高まっている中で、若手、学生向け講習会とし
て、MEMS ウィンターセミナーを 2023年 2月に開催した。また、200/300mm ウェハ用
MEMS プロセスラインの装置の更新について協議を継続している。 

ナノグリーン MG では、産業界との連携の中で全固体電池、液化水素用材料・システム、リ
チウム空気電池に関連する研究開発が行われた。GREEN関連の施設である蓄電池基盤プ
ラットフォームの外部利用を積極的に推進した。 

共用施設 MG では、TIA中核 6機関及びマイクロナノ・オープンイノベーションセンター
（MNOIC）、ナノテクノロジービジネス推進協議会（NBCI）、文部科学省によるマテリアル
先端インフラセンター（ARIM）も参加しての活動が行われている。プラットフォームの基盤機能
である大型設備、先端計測機器等の利用についての検討が進んでいるが、TIA共用施設デ
ータベースをWeb上で活用し、ワンストップでの活動に結びついている。ユーザニーズの把握の
共有も図られている。さらに広報・人材育成活動ではシンポジウム・セミナー・実習コースの開催
等もオンライン等を用いて活発に行われている。 

人材育成 MG では、筑波大学大学院数理物質科学研究群において開催されている TIA
連携大学院で恒例となっているサマースクールが開催された。5 コースが開催され、395人の
参加があった。ナノテクキャリアアップアライアンス(Nanotech CUPAL、平成 26年度科学技
術人材育成費補助事業「科学技術人材育成のコンソーシアムの構築事業」)は 2021年度
をもって終了し、最終評価に向けた面談等の取り組みを実施した。 

新設された戦略企画 MG も、人材育成やマーケティング等についても議論を行なっており、今
後の TIA戦略でも、引き続きオープンイノベーション視点からの活動が検討されていくことにな
る。 
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本報告書では、以下に第 2章 TIA運営に関して、第 3章 TIA事業（含むかけはし）、
第 4章マネージメントグループの活動状況について、詳細に報告する。また第 5章モニタリング
指標では、今年度を含む第 3期（2020―2022年度）の研究費等の実績および参考とし
て第 2期の最終年（2019年度）の 4年間の推移を示す。 

 

2．TIA運営に関して 

 

2．1．運営最高会議・運営諮問会議 

(1)運営最高会議 

TIA運営最高会議は、TIA構成機関間の連携により TIA の運営を統括しながら、重要事
項を審議し、拠点形成の活動を推進するための方針を決定する会議体で、近年は初夏、
秋、年度末の年 3回開催されている。今年度は特に、東哲郎議長の要望もあり、半導体戦
略に関して、各機関の経営層との議論を求められた面もあり、機関長にできる限り出席を求め
た。 

以下に各会議において審議(承認・可決)を行った主な項目と、構成員による議論によって運
営の枠組みを検討した項目を示す。 

 

 第 21回運営最高会議（2022年 7月 27日、WebEx を用いたWeb会議） 

（審議事項） 

1. 第 20回 TIA運営最高会議議事要旨（案）について 

2. 2021年度決算及び会計監査報告について 

3. 2022年度予算について 

4. 2021年度 TIA連携プログラム探索推進事業「かけはし」について 

5. 2022年度 TIA連携プログラム探索推進事業「かけはし」採択テーマについて 

6. 規程改定について（マネージメントグループ関連他）  

7. 第 14回 TIA シンポジウムについて 

（討議事項） 

1. TIA Vision の進捗について  

2. 光・量子計測 

他報告事項 8件 
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 第 22回運営最高会議(2022年 10月 19日、ハイブリッド会議（会場は AP丸の
内)） 

（審議事項） 

1. 第 21回 TIA運営最高会議議事要旨について  

2. TIA の会費等に関する内規の改正について  

3. TIA拠点活用プロジェクトの認定について 

（討議事項） 

1. TIA Vision の進捗について  

2. 物質・材料データプラットフォーム 

他報告事項 2件 

 

 第 23回運営最高会議(2023年 3月 8日、ハイブリッド会議（会場は AP丸の
内)） 

（審議事項） 

1. 第 22回 TIA運営最高会議議事要旨（案）について 

2. 2022年度 TIA事業報告書（案）について 

3. 2023年度予算計画（案）について 

4. TIA運営最高会議マネージメント・グループ設置規程の改正（案）について 

5. TIA運営最高会議構成員の退任および議長の選出について 

（報告事項） 

1. 第 10回運営諮問会議報告 

2. 戦略企画 MG報告 

3. TIA シンポジウム開催報告 

4. nano tech 2023出展報告 

 

（討議事項） 

1. 今後の TIA の活動方針について 
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(2)運営諮問会議 

今年度運営諮問会議は 2回開催された。コロナの影響を受けてWeb会議開催が続いた
運営諮問会議は、第 9回はWeb会議開催であったものの、第 10回はハイブリッド開催とな
った。 

運営諮問会議に対して TIA活動についての報告を行い、TIA の運営についての状況の共
有に努めた。TIA第 3期研究開発方針である、「半導体」、「物質・材料データプラットフォー
ム」、「光・量子計測」に対して、構成員による討議により活発な意見交換を行った。また、各マ
ネージメントグループから活動報告を行い、TIA での活動に対する認識を高めた。 

 

 第 9回運営諮問会議(2022年 6月 17日、WebEx を用いたWeb会議) 

（審議事項） 

1. 第 8回 TIA運営諮問会議議事要旨（案）について 

（討議事項） 

1. TIA半導体戦略に向けたナノエレクトロニクスMG の活動について 

2. 戦略企画 MG の活動に関して 

3. 我が国半導体戦略と人材育成について 

（報告事項） 

1. 2021年度 TIA事業報告について 

2. 2021年度「かけはし」成果について 

3. 2022年度「かけはし」採択テーマについて 

4. TIA事務局長の交代について 

5. TIA運営最高会議、運営諮問会議構成員、事務局員の任命等について 

 

 第 10回運営諮問会議(2023年 1月 13日、ハイブリッド開催 AP東京丸の内
H+I 会議室（WebEx会議併催）) 

（審議事項） 

1. 第 9回 TIA運営諮問会議議事要旨（案）について 

（報告事項） 

1. 各 MG からの 2022年度活動報告 

①ナノエレクトロニクスMG ②パワーエレクトロニクスMG ③MEMS MG 
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④ナノグリーン MG ⑤光・量子計測 MG 

⑥共用施設ネットワーク MG ⑦人材育成 MG ⑧戦略企画 MG 

（討議事項） 

1. TIA第 3期研究開発方針について 

・物質・材料データプラットフォーム 

・光・量子計測 

 

2．2．事務局機能 

（1）連携企画 
中核 6 機関の連携推進および事務局機能の強化のため、各機関のメンバーから構成される

連携企画チームを組織し、月例の合同会議を開催した。2022 年度は計 16 回開催し、コロナ
禍を考慮し原則オンライン形式としつつ、円滑なコミュニケーションを図るため、うち 1 回をハイブリッ
ド形式により実施した。  

1） 連携プログラム探索推進事業「かけはし」 
連携プログラム探索推進事業「かけはし」は、萌芽研究を大型プロジェクトへと発展させること

を目的として、組織の枠を超えて研究体制を構築し、大型化のために必要となる技術課題や
調査研究に取り組むための連携推進事業である。本事業は 2016年度より開始し、「医療・バ
イオ」「エレクトロニクス・デバイス」「グリーン」「計測」「材料・加工」「共通基盤」の幅広い研究分
野を対象に中核6機関以外の組織とも連携しながら実施している。2018年度からは「企業提
案型課題」を立ち上げ、企業ニーズに基づいた取り組みも推進してきた。2022 年度公募では
58件の応募が寄せられ、企業提案テーマ 4件を含む 52件が採択となった。審査は各機関に
おける一次審査および 6 機関による合同の 2次審査の二段階制で実施し、採択課題を決定
した。 
また本事業の一環として、プレベンチャー醸成支援のため、TIA 運営諮問会議の構成員であ

るベンチャーキャピタル 2社によるコンサルティングのための相談会を実施した。相談会には支援を
希望する 3 つの採択課題の代表者が参加し、茨城県およびつくば市による起業支援情報の提
供も行った。さらに、SDGsへの貢献に向けた取り組みとして、TIA公式サイトにおいて各採択課
題が貢献する SDGs 目標を掲げるとともに、SDGs 支援セミナーを開催した。セミナーには 29
名が参加し、NEDO 技術戦略研究センターの講師からは SDGs と関連が深い価値軸や社会
像を導出したレポート『豊かな未来』について、豪州クイーンズランド大学の講師からは SDGs に
貢献する研究展開の事例について講演いただいた。  
2） 広報チームとの連携 
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広報チームと共同で、第 6回 TIA かけはし成果報告会（2022 年 7 月 21 日（木）開
催）を企画し、2022 年度採択課題を対象に 6 機関から 7 課題についての成果講演が行わ
れた。また、第 14回 TIAシンポジウムについても広報チームと連携し、半導体・デジタル産業戦
略を中心に、共用施設および人材育成を含めた拠点形成に係る TIAの取り組みを発信するプ
ログラムを企画した。 

 

（2）広報 

[活動概要]  

2022年度は、コロナウィルス感染が長引く中で TIA独自の取り組みである「かけはし」の活
動を本格化させ、産業界を巻き込んだ連携の場を更に広げることにより従来から培われてきた
ブランド力をより一層増大させる取り組みを中心に進めた。また、先端半導体製造技術開発の
動向や関係各機関の取り組み等を勘案した活動になるように各種広報活動を実施した。 

イベントとしての第 6回 TIA かけはし成果報告会と第 14回 TIA シンポジウムは、コロナウィ
ルス感染の影響により昨年度と同様Web によるオンライン配信という開催方法にて実施した。
両イベントともコロナウィルス感染という状況にも係らず従来よりも多くの方々に視聴いただき
TIA の研究成果を含めた多様な活動への理解と浸透を図ることができた。nano tech 2023
についてはリアル出展ではなくオンライン参加とした。 

また、事務局内における広報チームの体制を充実させ、年間 20数回の会議開催を通して
その取り組みを強化することにより、各種イベントを含めた広報活動を強力に推進することがで
きた。 

 

1) 情報発信力の強化・拡充 

①TIA ホームページについて 

 ホームページの適時適切な改訂 

トップページに動画を導入する等各種画面の 

継続的な改善を実施するとともに、内容をより 

分かりやすくし、利用者の利便性の向上を図った。 

また動画を増やすことにより HP へのアクセス数は 

年間 13万件以上となった。 

 機動的な内容の更新 

CMS の活用により、WEBページの更新頻度 
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が上がり、機動的な広報活動が可能となった。 

 情報収集と発信体制の強化 

TIA関連のニュースやイベントの情報を幅広く 

収集し随時掲載した。また、かけはしやシンポジウム、 

nano tech等のイベントについては専用ページに掲載するとともに、それらの情報を以下のメ
ールニュースで発信する体制を構築した。 

 

②TIA メールニュース、Facebook及び Twitter の更なる活用 

TIA のホームページに加え、TIA メールニュース（いわゆるメールマガジン）と Facebook を
活用するとともに、昨年度から開始した Twitter を含めて 4 つの媒体が連携した複合的かつ
多彩な情報発信が可能となり、そのシナジー効果により更なる TIA の知名度向上を図った。
特にメールニュースについては、登録者約 2,200名に対して年間約 30件を送信しており、
非常に効果的な媒体となった。 

（Facebookは https://www.facebook.com/TIA.news/） 

（Twitterは https://twitter.com/tia20805332） 

 

③動画の活用 

TIA の HP とともに、YouTube内の TIA のページに、本年度のかけはし成果報告会や第
14回 TIA シンポジウムの開催模様を撮影した動画を掲載し、その講演内容を周知すること
により、TIA の訴求力の更なる向上を図った。 

 

④TIA プロモーションビデオの作成 

 TIA の知名度及びブランド力の向上と活動への参画による連携促進を目的として、TIA の
活動と研究成果を紹介するプロモーションビデオ（日本語及び英語の本編・ダイジェスト版）
を作成した。作成後 HP を始めとして、かけはし成果報告会、シンポジウムや nano tech 
2023等のイベントで幅広く活用した。 

 

⑤パンフレット差し込みの改訂 

 パンフレットの差し込みである「多彩な研究成果」と「多彩な連携」について、日本語版及び
英語版を含めて更新した。 

 

https://www.facebook.com/TIA.news/
https://twitter.com/tia20805332
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⑥かけはし研究者のインタビュー動画の掲載 

 かけはし事業をより広く周知するとともに、その内容の充実を図ることを目的として、かけはし
研究者のインタビュー動画を TIA HP に掲載した。 

 

2）取り組み成果の周知及び対外連携強化 

①第 6回 TIA かけはし成果報告会の開催 

2021年度のプロジェクトの成果報告として 7月 21日（木）に昨年同様Web にて開
催した。報告会では、代表的な研究プロジェクトが 7名の研究者より紹介され出席者の注
目を集めるとともに、活発な質疑応答が行われ、各機関の連携の重要性を認識するととも
に、産業界との継続的な関係構築に資することができた。 

今回も講演動画を HP に掲載するとともに、2021年度の全課題ポスター及び 2022年
度採択課題概要ポスターを TIA ホームページに掲載し質問等を受け付けられるよう設定し
た。 

更に、新たな試みとして集客拡大のための SNS による報告会開催情報の発信を強化
し、集客の増大を図った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

②第 14回 TIA シンポジウムの開催 

第 14回目となる今回は、「未来を拓く TIA」と題して我が国の半導体・デジタル産業戦
略等の紹介と TIA の主要な活動を周知することを目的として 10月 20日（木）にかけは
し成果報告会と同様Web によるオンライン配信で実施した。 

シンポジウムでは、我が国における半導体・デジタル産業戦略と次世代 X-nics半導体創
生拠点形成事業について政府関係機関等から紹介いただくとともに、大幅な技術革新が見
込める本分野における TIA としての今後の取り組みを講演いただいた。また後半では TIA の
主要な事業である「かけはし」、「共用施設ネットワーク」、「人材育成」の活動を紹介し活発
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な質疑応答が行われた。これらの講演により技術革新によりダイナミックに進化していく TIA と
その幅広い活動をアピールすることができた。 

また、今回のシンポジウムにおける事前広報活動の一環として、オンデマンド動画を掲載す
るなどの工夫を行うとともに、SNS によるシンポ開催情報の発信力を強化することにより集客
増に大きく貢献した。  

 

                        

             TIA 
     

 

 

 

 

 
TIA人材育成（筑波大/服部 利明氏） 

TIA共用施設ネットワーク（KEK/足立 伸一氏） 

TIA の今後の取組（産総研/金丸 正剛氏） 

 

文科省/吉本 拓郎氏  経産省/齋藤 尚史氏 

東大/黒田 忠広氏 

TIA かけはし（木村 行雄事務局長） 
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③nano tech 2023 への出展 

nano tech 2023 については、コロナ感染の影響により過去 2年出展を見合わせたが、幅広い
層の方々への知名度向上を継続的に行うべきという観点から、本年はリアル出展ではなく以下のよ
うな分野における 10項目の資料展示と動画掲載によるオンライン出展で対応した。 

TIA の概要/研究開発拠点 

（多彩な研究成果・多彩な連携）/かけはし概要及び事例紹介/共用施設概要及び利用
事例紹介/人材育成 

(出所：nano tech 2023公式サイトより) 
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[関連会合等 開催状況]  

2022年 7 月 21 日 

 

第 6 回 TIA かけはし成果報告会 Web によるオンライン配信 

2022年 7月 1日～  TIA連携大学院サマー・オープン・
フェスティバル 2022 

ICT 講義等により実施  

2022 年 10 ⽉20 ⽇ 第 14回 TIAシンポジウム 

ー未来を拓く TIAー 

Web によるオンライン配信 

2022年 12月 1日～
2023年 2月 28日 

nano tech2023 オンライン出展 Web によるオンライン出展 

 

 

(３)国際連携 

1) Asia Nano Forum(ANF) 

ANFは、アジア地域おける Nanotechnology に関する科学技術・政策交流ネットワーク組
織として、2004年に設立された(2007年に法人化)。現在もシンガポールの社団法人組織
(Society)として活動を行っており、Nanotechnology に関して、政策、社会、教育、環境、
ビジネスなどの観点から、研究開発活動を推進することを目的としている。現在のメンバー国
は、日本、韓国、マレーシア、ベトナム、台湾、タイ、オーストラリア、フィリピン、インド等の 11 カ
国・地域で、日本からは、産業技術総合研究所（AIST）、物質・材料研究機構
（NIMS）、科学技術振興機構（JST）の 3国立研究開発法人が参加し、3機関による
国内委員会も積極的に開催している。役員として 2022-2023年度は Treasurer に沼澤
修平氏（JST研究開発戦略センター（CRDS）フェロー）が着任している。 

現在、Nano safety, Standardization, Commercialization(NIMS名誉理事・JST
研究開発戦略センター（CRDS）上席フェローである曽根純一氏が Coordinator), User-
Facility Network(NIMS の小出康夫氏が Coordinator（2022年）)の 4Working 
Group が活動を行っており、欧州・アジアの Nano safety連携企画(EU-Asia 
Dialogue)、TC229会議への参加と発言、Commercialization Work Shopでのアジア
地域におけるナノテクベンチャーの紹介等の活動も展開されている。年に 1回、総会である
ANF Summit を開催して、ナノテクノロジーに関する各国の最新動向について情報交換を行
うと共に、各WG の活動報告を行っている。 
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3.TIA事業 

連携推進事業「かけはし」 

(1)事業概要 

「かけはし」は、TIA中核 6機関(産総研、NIMS、筑波大、KEK、東大、東北大)が組織
の枠を越えて連携し、新領域を開拓するための「調査研究」を支援する事業である。この TIA
中核 6機関の連携基盤を強化しつつ、新規領域の開拓や大型研究資金獲得のための戦略
の立案と体制の構築等を行い、「新しい知の創造と産業界への橋渡し」という TIA の使命へ
貢献することを目指している。 

2022年度で「かけはし」は 7年目を迎えた。4月 1日締め切りで公募を行い、提案された
テーマ数は 58件であった。5月 27日に開催した第 2次審査会において、この中から 52件
が採択され、平均すると 1件あたり 3機関が連携する提案内容となった。 

また、2021年度かけはし採択課題に関する成果報告書を公表するとともに、7月 21日に
第 6回かけはし成果報告会をWeb開催した。 

 

(2)主な成果 

本事業により、従来、組織内外では表立っていなかった中核 6機関内で進行していた研究
者同士の繋がりによる連携研究を顕在化させた。また、研究者単独では遂行が困難な萌芽
的研究のアイディアについて、積極的な連携形成等を通じて研究体制構築を実現できた。 

1) 企業提案テーマの推進 

企業提案テーマとは、企業からの提案をもとに、TIA事務局が仲立ちとなって、提案企業と
中核 6機関が連携した「チーム」を編成し、調査研究を進めるテーマである。 

2022年度は下記の 4 テーマが企業提案テーマとして採択された。 

① FPGA ベース光センシングシステムの応用利用に関する調査研究 

② ファイバステアリング複合材料技術の実現性調査と技術課題分析 

③ アプリケーションを用いた産後のメンタルヘルスのセルフモニタリングと支援ネットワークシステ
ム構築に向けたニーズ調査 

④ 生体分子を用いた架橋ゴムリサイクルの可能性に関する調査研究 

 

2）SDGs への取り組み 

TIA公式サイトにおいて各採択課題が貢献しうる SDGs17目標について情報発信した。ま
た採択者に対して SDGs に関連した課題設定を支援する取り組みとして、NEDO技術戦略
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研究センターおよびから豪州クイーンズランド大学から講師を招き、SDGs と関連が深い価値軸
や社会像を導出した NEDO レポート『豊かな未来』や、SDGs に貢献する研究展開事例を
紹介するセミナーを開催した。 

 

3）プレベンチャー醸成支援 

2021年度に引き続きかけはし採択課題のプレベンチャー醸成支援の取組みを継続した。 

希望するかけはし調査研究代表者等を対象として、TIA運営諮問会議構成員でもあるベン
チャーキャピタル企業による支援相談会を実施した。また、茨城県及びつくば市が募集をしてい
るベンチャー支援や POC等の取り組みを紹介頂くとともに、起業や事業化に向けた研究成果
に関してもアドバイスを頂いた。 

 

4）広報支援(ワークショップ、研究会等の開催) 

研究チームが主催・関係するワークショップや研究会などの開催情報について、TIA事務局と
して、WEB掲載やメールマガジンの配信により、幅広い周知のためのプロモーション支援を行っ
た。 

 

(３)今後の方向性（課題と対応） 

企業提案テーマを拡充し、より広い範囲での企業との研究連携を進めていくことを目指す。 

また、2023年度は、プレベンチャー醸成支援を継続するとともに若手研究者のかけはし申請
を奨励する仕組みを検討・実施する。 

 

かけはし採択関連イベント一覧(2022年度)  
開催日時 イベントタイトル・（開催場所） 

１ 2022.7.21 第 6回 TIA かけはし 成果報告会（オンライン開催） 

２ 2022.10.20 第 14回 TIA シンポジウム（オンライン開催） 

3 2022.11.22 プレベンチャー相談会（オンライン開催） 

4 2023.1.20 SDGs支援セミナー （オンライン開催） 
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4．マネージメントグループ(MG)の活動状況 

各プラットフォーム(システム化、先端材料、共通基盤)を構成する領域の取り組みについて、

各々の事務局が取りまとめた内容に基づき以下のとおり報告する。 

 

4.1.ナノエレクトロニクス MG 

[活動概要] 

（1）エレクトロニクス・半導体技術人材育成の取り組み 

国の半導体戦略のもと最先端半導体技術に関する研究開発が開始されている。将来の半
導体産業の持続的発展には新規技術の開発と併せて半導体技術に関する人材育成が必須で
ある。今年度は半導体人材の現状分析と課題抽出を行い、必要とされる半導体人材を育成す
るための方策について検討した。 

 

（2）TIA拠点活用プロジェクト研究成果の橋渡し支援の活動 

TIA の研究活動から生まれた原子スイッチ FPGA技術の社会実装を目指し、同デバイスの研
究者からユーザーをつなぐ技術コンソーシアム“NV-FPGA Initiative”を引き続き運営している。
本年度は、原子スイッチ FPGA の最新動向に加え、その宇宙利用に向けた技術研究、更には、
FPGA のニューラルネットワークへの応用をテーマにしたシンポジウムを開催し、FPGAの広範な応
用に関して議論がなされた。 

 

（3）若手研究者のネットワーキング活動 

若手研究者のネットワーキングとエレクトロニクスの将来を議論する団体 TIA-EXA（TIA 
Emerging electroniX research Alliance）の活動として“TIA-EXA広域エレクトロにクス
融合セミナー”と題したウェッブセミナーを開催している。本年度は、3月にフォトニクスデバイス材料
に関するセミナーを開催予定。 

 

 

[MG開催状況] 

 第 1回 TIA ナノエレクトロニクスMG委員会（WEB会議） 

 日時︓2022年 4月 15日（金）13︓00~15︓00 

 出席者︓委員 7名、事務局 2名 
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 議題︓2021年度のＭＧおよび関連拠点活用Ｐｊの活動報告と今後の
TIA組織戦略 

 

 第 2回 TIA ナノエレクトロニクスMG委員会（WEB会議） 

 日時︓2022年 6月 22日（水）13︓00~15︓00 

 出席者︓委員 8名、事務局 3名 

 議題︓半導体技術”人材育成に向けた提言検討 

 

 第 3回 TIA ナノエレクトロニクスMG委員会（WEB会議） 

 日時︓2022年 7月 25日（月）13︓00~15︓00 

 出席者︓委員 8名、事務局 3名 

 議題︓半導体技術”人材育成に向けた提言検討 

 

 第 4回 TIA ナノエレクトロニクスMG委員会（WEB会議） 

 日時︓2022年 9月 7日（水）13︓00~15︓00 

 出席者︓委員 6名、事務局 1名 

 議題︓半導体技術”人材育成に向けた提言検討 

 

 第 5回 TIA ナノエレクトロニクスMG委員会（WEB会議） 

 日時︓2022年 10月 7日（金）15︓00~17︓00 

 出席者︓委員 5名、事務局 1名 

 議題︓半導体技術”人材育成に向けた提言検討 
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[拠点活用プロジェクト] 

① [拠点活用プロジェクト名] VICTORIES オープンイノベーションハブ 

[プロジェクト概要]  

2017年度まで 10年間にわたって培われた光ネットワーク超低エネルギー化技術拠点(略称
VICTORIES)の研究開発基盤を発展的に継続すべく、VICTORIES オープンイノベーションハブ
としてさまざまな共同研究、国プロを推進するとともに、開発技術の幅広い社会実装活動を推進
している。特に、VICTRORIESの研究活動を通じて開発された世界最先端のシリコンフォトニク
ス技術の幅広い社会実装にむけて、シリコンフォトニクスコンソーシアム(SiPC)を設立し、産総研ス
ーパークリーンルーム(SCR)の R&D ファンドリサービスを活用した総合オープンイノベーション体制を
構築している。SiPCは、チップファンドリである産総研を中心に、チップの実装、評価、設計などの
周辺技術を担う企業、アプリケーションを開発するシステムレイヤー企業、基盤的研究を担う大学
や研究機関、そしてファンドリサービスを運用する商社企業などから構成され、自律的なシリコンフォ
トニクス R&D エコシステムとして機能している。具体的な活動としては、参加企業との議論を土台
に、ファンドリサービスに不可欠なプロセスデザインキット(PDK)の整備を進め、ファンドリサービス運
用企業を介在した企業相乗のマルチプロジェクトウエハー(MPW)試作体制を構築、2018年から
既に 5回のMPW試作を実施してきた。2022年度のMPW試作では、標準仕様と特殊仕様
が混載する試作を実施、チップ製造にかかる期間は約 6 ヵ月、ファンドリー運用体制の安定化を
はかった。 

 

② [拠点活用プロジェクト名] 革新的製造プロセス技術開発（ミニマルファブ） 

[プロジェクト概要]  

ほとんど全てのデバイス 1個のサイズをカバーする 0.5 インチウェハを製造単位として、そのウェハ
に対応した幅 30cm の装置を開発し、かつ局所クリーン化技術でクリーンルームを不要とすること
で、設備投資と運用経費を大幅に削減する超小型製造システム（ミニマルファブ）の産業実装
を実現する。2022年度は、前年度に開発した 2次元歪センサを発展させ、3次元歪センサを
試作した。また、ミニマルファブの装置間自動搬送システムの実用機を、コータ、露光機、デベロッパ
ーに実装し、実プロセスを想定した動作実証に成功した。さらに、ミニマルファブを、生産工場システ
ムのレベルに引き上げるための、NEDO プロジェクト「多品種少量生産に適した半導体デバイス製
造ファブの実現」の最終年度として、ミニマル装置群のプロセス安定性向上のためのプロセス開発を
進め、目標とする安定性を得られる目処をつけた。  
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③ [拠点活用プロジェクト名] AI チップ開発を加速する共通基盤技術の開発 

[プロジェクト概要] 

AI チップ等の開発には高度なスキルや高額な設計ツールが必要である。特に中小・ベンチャー
企業にとっては、革新的なアイディアがあるにもかかわらず、新規参入等にあたりそれらが高いハード
ルになる。そこで、中小・ベンチャー企業が持つアイディアを実用化するための設計開発を支援する
事業を行ってきた。さらに、AI チップ等の開発を加速するために必要な共通基盤技術として、設
計・評価・検証等の開発環境を有する拠点の整備、チップ開発を促進する共通技術の開発、
IoTや AI技術を活用するための知見やノウハウを持った人材を育成する環境の整備を行ってき
た。 

 

④ [拠点活用プロジェクト名] ポスト 5G情報通信システム基盤強化研究開発事業／先端
半導体製造技術の開発／先端半導体の前工程技術（More Moore技術）／先端 3
次元構造ロジック半導体デバイスの製造・プロセス技術の開発と検証用パイロットライン整備 

[プロジェクト概要]  

本プロジェクトの目標は、主に日本が半導体分野で世界競争力を有している装置・材料技術
の維持・向上を目的として、先端ロジック半導体(2nm ノードのナノシートトランジスタ)の研究開
発を可能とするパイロットラインを産総研 SCR内に構築し、標準プロセスを開発することである。こ
の目標に向けて、2022年度は主に以下の活動を推進した︓①パイロットラインの装置の調達活
動、➁ナノシートトランジスタを製造する標準プロセスの開発の準備としてのプレーナ型トランジスタ
製造プロセス開発、➂ナノシートトランジスタの構造設計や基本特性解明に向けたシミュレーショ
ン。 

①の装置調達としては、16台の先端装置の入札、落札が終了し、現在納入、立上げに向け
た準備中である。 

➁のプレーナ型トランジスタ製造プロセス開発においては、各プロセスにおける課題の抽出とその
解決方法を探索しながら推進中である。 

➂のシミュレーションでは、産総研が開発した Impulse TCAD による半導体シミュレーションに
加え、チャネルの薄膜化に伴って重要となる量子効果を取り入れた計算も進めており、ホットキャリ
ア効果、キャリア密度分布、歪シリコンシートの有効質量変化など、従来のシリコントランジスタとは
異なる性質を示すことを予想する結果が得られた。得られた成果のうち、3件のトピックを選定し、
2023年春の日本応用物理学会にて 3件の発表を行った。  
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⑤ [拠点活用プロジェクト名] 宇宙開発利用加速化戦略プログラム（スターダストプログラム）
/衛星のデジタル化に向けた革新的 FPGA の研究開発 

[プロジェクト概要]  

衛星のデジタル化に向けた革新的 FPGA の研究開発に関するナノブリッジ FPGAの研究を実
施した。FinFET-CMOS上にナノブリッジを形成する製造プロセスの研究開発を産総研スーパーク
リーンルームを利用して実施し、特性評価を実施した。 

 

⑥ [拠点活用プロジェクト名] 超電導量子回路の集積化技術の開発/量子ビット制御、読出
し用低温制御 LSIの研究開発 

[プロジェクト概要] 

JST のムーンショット型研究開発事業“量子ビット制御読出し用低温制御 LSI の研究開発”
において、ナノブリッジの評価を実施した。ナノブリッジの室温から低温（4K）にかけての特性を産
総研スーパークリーンルーム棟に設置されている評価装置を用いて評価を行い、さらに低温動作
仕様のナノブリッジ FPGA に向けた研究を実施した。 

 

⑦ [拠点活用プロジェクト名]量子計算及びイジング計算システムの統合型研究開発 

[プロジェクト概要] 

超スマート社会の実現のため、先進的なモビリティサービスやスマートファクトリ、金融、創薬など
多様な産業分野におけるディジタライゼーションの進展と、これに伴う高性能次世代コンピューティ
ングに対する社会的要請が急激に高まっている。本プロジェクトにおいては、イジングマシン共通ソフ
トウェア、量子-古典インターフェース、超伝導量子プロセッサ（量子アニーリングマシン、量子コンピ
ュータ）に関するフルスタック型の垂直統合型研究開発を産学官連携に基づいて実施する。  
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4.2.パワーエレクトロニクスMG 
 
[活動概要]  
委員長   木本  恒暢    京都大学 教授 
副委員長  木村  浩 富士電機（株） 
  原田  信介 物質・材料研究機構 
委員    岩室  憲幸 筑波大学 

矢野  裕司 筑波大学 
石川  博康 芝浦工業大学  
大橋  直樹    物質・材料研究機構 
中村  衆 高エネルギー・加速器研究機構 
高尾  和人  （株）東芝 
山川  聡  三菱電機（株） 先端技術総合研究所 
島    明生 （株）日立製作所 
木山  貴雄 住友電工（株） 
山口  浩      産業技術総合研究所 
 

事務局   小川 晋    産業技術総合研究所 
清水 貴思    産業技術総合研究所 

 
アドバイザー     奥村  元  産業技術総合研究所 

岡田 道哉    産業技術総合研究所 
 
オブザーバー 

染谷 満   産業技術総合研究所 
文部科学省 研究振興局 基礎基盤研究課 ナノテクノロジー・材料開発推進室 
経済産業省 商務情報政策局 情報産業課 
科学技術振興機構 研究開発戦略センター 
新エネルギー・産業技術総合開発機構 IoT推進部 

 
 TIA パワエレ拠点第三ラインにつき、引き続きプロセスの最適化を行い各種デバイスのレシピが完
成。SCR は、「テクノブリッジ型」として別のスキームで行い企業のクローズ性を高めた運用を行ってい
る。企業の単独テーマも可能。第二ラインである 4 インチラインは、引き続き各種 SiC デバイスの作
製を行うとともに、GaNデバイスの試作も可能となっている。 
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[MG開催状況] 
 第一回 TIAパワーエレクトロニクスMG  

 2022年 4月 20日（水）11:00~12:00 
 開催場所︓WebEx 出席者 17人 
 

 第二回 TIAパワーエレクトロニクスMG  
 2022年 11月 4日（金）15:10~16:50 
 開催場所︓AP東京八重洲 出席者 14人 

 
・検討内容 

拠点を活用したイノベーション加速策 

国プロの動向、海外の動向を踏まえながら、パワエレ拠点の今後のロードマップを議論。低コスト
低損失化、高耐圧デバイス、新規技術、モジュールなどの技術課題とともに、国内企業がビジネ
スとして勝つ方策を議論。 

 

①［拠点活用プロジェクト名］つくばパワーエレクトロニクスコンステレーション(TPEC) 

[プロジェクト概要]  

民活型共同研究体として、自律的かつ持続的なオープンイノベーション活動を展開。2022
年 12月現在、素材から応用に至る民間企業 41社と 20 の公的機関が参集し活動を行って
いる。これまで量産技術開発を実施してきた 4 インチラインは、6 インチラインが別に整備されたこ
とから研究開発ファウンドリーとしての価値提供へとシフトし、SJ プロジェクトを遂行するとともに、
GaN の試作も行っている。TIAパワエレ拠点第三ラインとして整備した 6 インチラインはパイロット
製品の市場テストを行うことを想定し、「SCR パワーエレクトロニクスライン(SPEL)」として新しい
制度設計の下で運用中。TPEC の資金的支援で活動するパワーエレクトロニクス・サマースクール
は 11回を数え、参加者数はのべ 1542名となった。また、新たなオープンイノベーションの機会と
すべく 2022年度は 3回の TPEC フォーラムを開催した。 
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[各種数値] 

研究資金 ︓710,000千円 

内 公的資金︓産総研運営費交付金︓280,000千円 

             国プロ資金︓40,000千円 

民間資金︓390,000千円（外、設備、材料、部材物品等の無償提供が 760,000千円相
当） 

外部研究者数 : 66名 

プロジェクト参画企業リスト 

富士電機（株）、住友電気工業（株）、（株）日立製作所、（株）ミライズテクノロジー
ズ、（株）東芝、等 41社、筑波大学、大阪大学、等 20機関 

 

<国際化指標> 

外国人研究者数︓ なし 

海外連携企業リスト︓ なし 

 

<研究開発成果指標>  

査読論文発表数︓7件（2023年 1月 31日現在） 

口頭発表数︓40件（2023年 1月 31日現在） 

特許出願数︓ 0件（2023年 1月 31日現在） 

 

②［拠点活用プロジェクト名］[SCR パワーエレクトロニクスライン(SCR Power Electronics 
Line):SPEL] 

TIAパワエレ拠点第三ラインを活用するコンソーシアム。テクノブリッジ型共同研究により、産総
研と住友電気工業（株）、日新イオン機器（株）との共同テーマ、および住友電気工業
（株）の単独テーマを推進している。要素技術の確立に向け試作を進めている。 

 

③［拠点活用プロジェクト名］[つくば応用超電導コンステレーションズ Applied 
Superconductivity Constellations of Tsukuba (ASCOT)] 

超電導による社会イノベーション創出を目指す 2階建て技術コンソーシアム。種々の情報共
有を目的とする 1階部分と、オープン型共同研究及びクローズド型共同研究による超電導技術
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全般の社会実装を推進する 2階部分（民活型共同研究体）からなる。今年度は、超電導の
新たな技術ニーズ及びシーズを探すために、8件のセミナーを開催した。 

第 35回国際超電導シンポジウム（ISS2022）はハイブリッド開催（実会場︓ウインクあい
ち）し、海外からの参加者 120名を含む 299名の参加を得て、187件の口頭発表が行われ
た。また、超電導スクール 2022は、Web講義形式にて 44名が参加し、好評を博した。 

 

[各種数値] 

研究資金 ︓11,000千円 

内 公的資金 ︓ 0千円   

   民間資金 ︓11,000千円  

外部研究者数 ︓42名 

プロジェクト参画機関数︓20 

 

<国際化指標> 

外国人研究者数︓なし 

海外連携企業リスト︓なし 

 

<研究開発成果指標> 

査読論文発表数︓なし 

口頭発表数︓なし 

特許出願数︓なし 
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4.3. MEMS MG 

[活動概要]  

我が国の成長戦略であるグリーン＆デジタルの推進の中で、省エネで環境にも調和しつつ防災
やインフラ維持などを支えるとともに、フィジカル空間とサイバー空間とを繋ぐ界面に位置する
MEMS センサの重要性が高まっている。本年度は、本 MG のアカデミア側委員である筑波大
学、東京大学、東北大学の教授による、若手、学生向け講習会として、TIA MEMS ウィンター
セミナーを 2023年 2月 2日に実施予定である。また、活動の中核となる、産総研東事業所
に整備した 200/300mm ウェハ用 MEMS プロセスラインの老朽化装置の更新策について、引
き続き協議を重ねた。 

 

[MG開催状況] 

 第 1回委員会  2022年 5月 26日（木）(オンライン開催) 

 TIA MEMS MG の 2022年度活動計画について 

TIA サマーセミナーについては、展示会と併催することで集客の面で期待できる、冬季のナノテ
ク展/MEMS展と同時期開催とすることが決定した。 

 出席者 

委員長   福本 宏     マイクロマシンセンター マイクロナノオープンイノベーションセンター所長 

委員   鈴木博章    筑波大学 数理物質系教授 

戸津健太郎  東北大学マイクロシステム融合研究開発センター センター長・教授 

三田吉郎    東京大学 大学院 工学系研究科 教授 

高木秀樹   産業技術総合研究所 デバイス技術研究部門  副研究部門長 

酒井 淳   オリンパス（株）医療要素開発本部 リードスペシャリスト/ 

フェロー  

長永隆志   三菱電機（株） 先進機能デバイス技術部 部長  

オブザーバー 

長谷川英一  マイクロマシンセンター専務理事 

事務局 尹 成圓  産業技術総合研究所デバイス技術研究部門 集積化 MEMS 

研究 グループ 

渡辺秀明  マイクロマシンセンターＭＥＭＳ協議会事務局次長 
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 TIA MEMS ウィンターセミナー 

 MEMS講習会 「MEMS最前線 大学における MEMS研究の面白さ」 

 開催日時: 2023年 2月 2日（木） 10︓30～12︓00 

 開催会場: 東京ビッグサイト 102会議室    

 主催: TIA MEMS マネージメントグループ/  

一般財団法人マイクロマシンセンター 

開催趣旨︓    

本セミナーは学生や若手研究者が最新の知識と技術を修得し、分野横断的な交流を図る機
会となることを目的とした。MEMS産業の裾野を広げ、産業推進の一助となるべく開催している。
今回は、東京大学、東北大学及び筑波大学における、MEMS に関係する研究の取組みや最
新の研究成果を、MEMS初心者にもわかりやすく紹介した。 

プログラム ︓ 

 セッション 1 筑波大学 数理物質系 鈴木博章 教授 「化学、バイオと微細加工」   

 セッション 2 東北大学マイクロシステム融合研究開発センター 戸津健太郎 教授  
「自分で考えて、作って、評価できる、MEMS の面白さ」  

 セッション 3 東京大学大学院 工学系研究科 三田吉郎 教授 「作って測って世界
初」  
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 第 2回委員会  2023年 3月開催に向けて準備中 

＜プラットフォームの状況＞ 

産業技術総合研究所 エレクトロニクス・製造領域 デバイス技術研究部門 

高集積実装技術・大面積ナノ構造形成技術等の新規 MEMS プロセス開発の他、IoT社
会の実現に向けた各種高機能デバイス創成のため、センサ端末等の高機能化・低消費電力化
技術等を精力的に推進している。また、光応用マイクロデバイス技術の新しい展開として、
MEMS原子時計の高度化に向けた基盤技術の研究開発に取り組んでいる。このような研究開
発に対応するための設備の増強と、老朽化装置の対策についても検討を進めている。
200/300mm MEMS ラインの共用施設利用制度においては、企業等の外部ユーザの利用実
績が堅調に推移している。なお、産総研第 5期開始に際し、MEMS研究開発と MEMS ライン
共用施設運営の体制を、前身の集積マイクロシステム研究センターから現組織に移行し、活動
を推進している。 

 

【マイクロナノ・オープンイノベーションセンター（MNOIC）】 

2011年 4月に設立以来、順調に利用実績が増加し、120 の企業、大学、国研から、
1,400件以上の利用があった。国内のMEMS ファンドリーが減少し、工程受託（K コース）で
の試作依頼が急増中であるが、製造装置の老朽化に伴い装置故障や精度・機能の低下によ
り、研究開発の遅延、修繕費を含むクリーンルーム運営費の増大などの問題が顕在化している。
本事業継続に向けて、老朽化装置の更新とともに最新装置の導入による設備・インフラの拡充
について、産総研側と協議しているところ。 

さらに昨年に引き続き、TIA連携大学院サマー・オープン・フェスティバルを冬季（2月）に開
催し、TIA-MEMS ウィンターセミナー（学生、若手研究者向けＭＥＭＳ講座）を産総研デバ
イス技術研究部門の協力を得ながら準備している。 

 

① [拠点活用プロジェクト名] 量子干渉効果による小型時計用発振器の高安定化の基礎研
究 

[プロジェクト概要]  

原子時計の車載や次世代移動通信基地局への設置等を想定し、測位衛星からの電波が途
絶しても高精度測位を維持するための小型時計用の高精度発振器の実現を目指し、測位衛星
搭載用時計の発振器と同等の性能を有し、かつ手のひらサイズで低消費電力の小型時計用発
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振器を高安定化するための基礎研究として、主要な周波数変動要因の解明及びプロトタイプで
の実証・評価等を実施する。 

 

[各種数値] 

研究資金 ︓26,300千円 

内 公的資金︓26,300千円（2022年度防衛装備庁委託費） 

民間資金︓0円 

外部研究者数 (活動拠点から見た外部研究者数)︓19人 

プロジェクト参画企業リスト︓（一財）マイクロマシンセンター、日本電気（株）、（株）大真
空 

 

<国際化指標> 

外国人研究者数︓2人 

海外連携企業リスト︓なし 

 

<研究開発成果指標>  

査読論文発表数: 0件 

口頭発表数︓4件 

特許出願数︓4件 

 

② [拠点活用プロジェクト名] IoT社会実現のための革新的センシング技術開発／革新的セ
ンシング技術開発／血中成分の非侵襲連続超高感度計測デバイス及び行動変容促進シ
ステムの研究開発 

[プロジェクト概要]  

ウェアラブル中・遠赤外光ディテクタプロセス試作開発 

[各種数値] 

内 公的資金︓ 7,000千円 

公的資金内訳 NEDO（IoT社会実現のための超微小量センシング技術開発事業） 
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民間資金︓ 4,500千円 

外部研究者数︓なし 

プロジェクト参画企業リスト︓（株）タニタ、富山県立大学、電気通信大学、マイクロマシンセン
ター 

 

<国際化指標> 

外国人研究者数︓なし 

海外連携企業リスト︓なし 

<研究開発成果指標> 

査読論文発表数︓2件 

口頭発表数︓8件 

特許出願数︓5件 
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4.4.ナノグリーン MG 

[活動概要]  

・拠点活用プロジェクト GREEN を発展的に継続したエネルギー・環境材料研究拠点
(NIMS並木地区、ナノ GREEN棟)において産業界と連携しつつ、全固体電池、液化水素
用材料・システム、リチウム空気電池に関連する研究開発を推進した。 

・TIA共用施設の一部であり、GREEN関連の施設である蓄電池基盤プラットフォームの外
部利用を積極的に推進した。 

・「かけはし」採択テーマのうちナノグリーンに関連するテーマの研究代表者と連携し、そのテー 

マの支援を中心に活動を行った。MG会議での議論から、具体的には下記 8課題を対象と
した。 

 

 1 機能性融合物質の開発とその環境・エネルギー問題の解決に向けた応用 

  代表：  筑波大 小島 隆彦 

参画機関：  産総研、NIMS、KEK 

 2 統括的 PPCPs除去用水処理ナノ分離膜材料に関する調査研究 

  代表：  産総研 王 正明 

参画機関：  NIMS 

 3 MgB2線材を用いた液体水素冷却の超高速回転超電導モータの検討 

  代表：  東大 寺尾 悠  

参画機関：  産総研、NIMS、KEK、東北大 

 4 木質リグニンの分解・再利用技術に関する調査研究 

  代表：  KEK 川﨑 平康  

参画機関：  産総研 

 5 生体分子を用いた架橋ゴムリサイクルの可能性に関する調査研究 

  代表：  NIMS 内藤 昌信 

参画機関：  産総研 

 6 二次元ホウ素カルコゲナイド材料の水素貯蔵機能および機能性ホウ化物の探索 

  代表：  NIMS 中野 智志 

参画機関：  産総研、筑波大、KEK 
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 7 3次元構造を持つホウ化水素関連物質群の合成と構造解析 

代表：  筑波大 近藤 剛弘 

参画機関：  NIMS 

 8 部分窒化無酸素無炭素チタン蒸着膜の産業応用に関する調査研究 

  代表：  KEK 間瀬 一彦 

参画機関：  産総研、NIMS、筑波大、東大、東北大 

 

[MG開催状況] 

 2022年度第 1回ＴＩＡナノグリーンＭＧ会議 

 日時︓2022年 8月 31日（WEB会議） 

 出席者数︓MG委員 8名中 7名出席 

 

検討内容(議題)︓ 

 1. 2022年度 TIA ナノグリーン MG委員の紹介 

 2. TIA、運営最高会議、運営諮問会議、TIA VISION、MG の紹介 

 3. 2022年度ナノグリーンMG活動の紹介 

 4. TIA関連活動報告 

  第 20回、第 21回 TIA運営最高会議 

  半導体関連動向 

  第 6回かけはし成果報告会 

 5. 2022年度ナノグリーンＭＧの活動 

  ナノグリーン MG支援かけはし課題選定 

  ナノグリーン MG支援プロジェクト選定 

 6. その他 

 

 2022年度第 2回ＴＩＡナノグリーンＭＧ会議 

 3月中に開催予定（2023年 1月 12日記載時点） 

検討内容(議題予定)︓ 
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 1. 前回議事録の確認 

 2. TIA 関連の報告 

  第 22回 TIA 運営最高会議報告 

  2022年度かけはしについて 

 3. ナノグリーン活動 

  2022年度ナノグリーン MG報告 

4. その他  

2023年度ナノグリーン MG の活動等 

 

① [拠点活用プロジェクト名] 全固体電池を実現する接合プロセス革新 

[プロジェクト概要]  

本事業では酸化物型全固体電池を実現するためのプロセスサイエンスの確立を目指した研
究に取り組んでいる。2022年度は、オールセラミックス小型電池に向けた固体電解質と電極
活物質の共焼成について、低温焼成技術の最適化と反応予測ツールのための基盤技術構築
をさらに進めるとともに、より高い性能が期待されるガーネット型固体電解質を用いるためのプロ
セス評価を進めた。更に、焼結以外の液相や気相を利用して電極活物質を接合するプロセス
の検討も進めている。また、大学・研究所・企業が抱える全固体電池に関連する多様なニーズ
をワンストップで受け付ける相談窓口を運用するとともに、NIMS事業として開始した企業コンソ
ーシアム（全固体電池 MOP）との連携を進め、産学連携の取り組みを加速させた。 

 

[各種数値] 

研究資金： 142,500千円（直接・間接両経費） 

内 公的資金：142,500千円（直接・間接両経費） 

公的資金内訳：142,500千円（2022年度研究経費） 

民間資金：21,000千円（ただし人件費相当額・実験試料としてのリソース提供であり、 

研究経費ではない） 

プロジェクト参画企業リスト：三菱ケミカル・住友化学 

 

<国際化指標> 

外国人研究者数：なし 
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海外連携企業リスト：なし 

 

<研究開発成果指標>  

査読論文発表数：14件（解説・総説（査読有）1件含む） 

口頭発表数：20件 

特許出願数：1件 

 

② [拠点活用プロジェクト名]  未来社会に必要な革新的水素液化技術 

[プロジェクト概要]  

水素は政府目標「2050年カーボンニュートラル」を達成するために不可欠な新エネルギー源
の一つとして注目されている。解決すべき重要課題として液化水素の低コスト化がある。現在
実用化されている方法は気体冷凍方式であるが効率の劇的向上は期待できない。当プロジェ
クトでは気体冷凍方式よりも原理的に高効率な磁気冷凍方式を応用して水素の液化を目指
して材料開発とシステム開発などの研究を行っている。 
 

[各種数値] 

研究資金：587,300千円（直接・間接両経費） 

内 公的資金：470,000千円（直接・間接両経費） 

公的資金内訳：470,000千円 （令和 4年度受託研究費) 

民間資金：117,300千円 

外部研究者数：35名 

プロジェクト参画企業リスト 前川製作所、住友重機械工業、日本イットリウム、岩谷産業、
前田建設工業、住友商事、ミラプロ、アルバック・クライオ、JX金属、京セラ、日揮ホールディン
グス、荏原製作所、関西電力、三菱重工 

 

<国際化指標> 

外国人研究者数：5名 

海外連携企業リスト：なし 

 
<研究開発成果指標>  
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査読論文発表数：6件 

口頭発表数：19件 

特許出願数：3件 

総説、書籍等その他著作物：6件 

受賞：0件 

報道：3件 

展示会等：2件 
 

 

③ [拠点活用プロジェクト名] 先進蓄電池研究開発拠点 

[プロジェクト概要]  

本拠点では、さまざまな用途・性能を持つ次世代蓄電池の研究・開発を通して、クリーンなエ
ネルギーを誰もが利用でき、必要な物資・サービス・情報が地域の隅々まで行き渡る安全・安
心な社会（蓄電池が人・モノ・環境・データをつなぐクリーンエネルギー社会）の実現を目指し
ている。2021年度に産学共創の活動の場として、先進蓄電池研究開発拠点（Advanced 
Battery Collaboration; ABC）を設立した。この中で、電池の社会実装を最小限の実験
で実現するための「電池解析・設計開発プロトコル」の構築に着手した。このプロトコルは個別
材料の真の構造・物性データを蓄積し、得られたデータを三次元構造化して電池特性・寿命
などを高精度に予測するものであり、今年度も引き続き真の構造・物性データを計測するため
の技術開発や、三次元構造計測・解析技術の開発を推進した。また、次世代蓄電池の社会
実装に不可欠な革新材料開拓を着実に進めつつ、反応原理解明により新たな駆動原理をプ
ロトコルに統合するための取り組みをさらに進めた。 

 

[各種数値] 

研究資金：364,416千円（直接・間接両経費） 

内 公的資金：364,416千円（直接・間接両経費） 

公的資金内訳：364,416千円（2022年度研究経費・運営経費） 

民間資金：34,500千円 

（ただし人件費相当額・実験試料としてのリソース提供であり、研究経費ではない） 

プロジェクト参画企業リスト：旭化成、ソフトバンク、トヨタ自動車、三菱ケミカル、村田製作
所 
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<国際化指標> 

外国人研究者数：20名 

海外連携企業リスト：なし 

<研究開発成果指標> 

査読論文発表数：20件（解説・総説（査読有）1件含む） 

口頭発表数：54件（ポスター発表 3件を含む） 

特許出願数：3件 
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4.5. 光・量子計測 MG 

[活動概要]  

・5月 10日 ZOOMにて委員全員出席のもと、最初の委員会を開催。 

異動に伴うメンバー交代の他、様々な分野への連携を進めるため、東北大からの委員及び
諮問委員を加えた。今年度の活動方針を以下のように決めた。 

時代の変化に応じた研究テーマ（特に半導体、量子コンピュータなど）に加速器関連技術
を生かすため、企業、関連研究機関との研究会開催により技術マーケットを知り、新拠点形成
の可能性を探る。 

・TIA光・量子計測MG研究会（9月 1日 KEKでハイブリッド開催） 

先端 CMOS デバイス動向、及び半導体材料の計測を重点とし、企業からの招待講演（キ
オクシア）も含めた研究会を開催。約 50人が参加(企業からの聴講も多数）。 
https://kds.kek.jp/event/43343/ 

・「量子コンピュータ」セミナー (9月 16日 KEKでハイブリッド開催) 

川畑史郎氏（産総研）による講演。 約 140人聴講。 

量子コンピュータのわかりやすい解説や開発状況の説明をいただいた。さらに、様々な加速器
関連技術が量子コンピュータ開発に役立つ可能性が示され、その後具体的な話も進みつつあ
る。 
https://www2.kek.jp/oi/report.html 

・第 4回「量子線イメージング研究会」 （9/26-27理研でハイブリッド開催、共催) 

129 名登録（うち企業 32名）、対面参加者 50 名（うち企業 7名）。 
海外からの招待公演を含め、赤外線・X線・ガンマ線等の光子や、電子、中性子、分子、イオ
ンといった量子線を検出・解析するさまざまな発表があった。またこれらは、素粒子・原子核物
理学、宇宙物理学、物質科学から生命科学、医学にいたる広い分野で重要な貢献を果たし
ていることが確認された。 
https://lambda.phys.tohoku.ac.jp/QBI2022/ 

・第 31回粒子検出器国際ワークショップ「Vertex2022」@館山(10/24-28 後援) 

3年振りの対面による開催で国内外合わせて 67名が現地に集まった。KEK の
SuperKEKB加速器で実験を行なっている Belle II実験グループや、スイス・ジュネーブの欧
州原子核合同研究機関（CERN）の LHC加速器で実験を行なっている ATLAS グルー
プ、CMS グループ、ALICE グループ、LHCb グループ、J-PARC で実験を行う予定の g-
2/EDM グループ等の研究者が、現状と将来実験への準備状況を報告した。 
https://indico.cern.ch/event/1140707/ 
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[MG開催状況] 

・2022年 5月 10日、オンライン開催、出席者 13名(委員全員が出席)。 

・TIA全体の意見を集約するため、新たに東北大からのメンバーも追加し、今年度の活動方
針に関して議論を行った。 
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4.6. 共用施設ネットワークMG 
[活動概要]  

TIA の 6機関それぞれが運営する共用施設の外部利用活性化・効率化のために、情報交換と各機
関間の連携を促進しながら、同時に各機関が抱える課題や問題点についての討議・意見交換を行って
いる。メンバーは、各機関より任命された各 1～2 名の委員と、産業界および有識者からなる 3 名の委
員、計 14名の委員および事務局から構成され、前述の情報交換および議論の場として年 2 回、共用
施設ネットワーク MG 会議を開催している。MG 会議には、上記の委員の他に経済産業省や文部科学
省、他の組織よりオブザーバーの参加を呼び掛け、6 名の参加を得ている。会議開催場所は、コロナ感
染拡大の前は、各 6 機関の持ち回りで順番に実施し、その際に開催機関の共用施設見学を行い、相
互理解を深めていた。2020年度より感染防止のため、オンライン開催となり、第 1回目は 7/28 にオン
ラインにて開催したが、交流と情報交換をより深めるため第 2 回目 1/31 に東京大学にてハイブリッド開
催と現地参加者のみ施設見学を予定している。 

TIA6 機関の各共用施設の設備情報を網羅した TIA 共用施設データベースは、2019 年 4 月より
TIA で運営管理を行っているが、各機関の共用施設をつなぎ、かつ共通の広報手段でもある。今年度
は、各機関における装置登録のメンテナンスを行うとともに、より広範な周知を図るべく、紹介動画を作成
し YouTube の TIA-PR Team にて公開した。まだ公開して 3 週間と日が浅いため視聴回数は 377
回(2023/2/3時点)と多くはないが、今後様々な機会にて周知活動を行い認知度アップを図る。 
なお、2021 年度の各組織における共用施設の利用件数と広報人材育成の活動件数は、下記の

通りである。利用件数については、全体で3,659件であった。筑波大学がナノサイエンスプロジェクト共用
装置、ナノテクノロジープラットフォーム（微細加工）、パワーエレクトロニクス共用システム等の共用事業
終了に伴い、カウント方式を TIA 関連共用事業に加え、全学共用施設の学外利用件数に変更したた
めに大きく変化している以外は前年度とほぼ同数(13 件減)であった。また、広報・人材育成活動につい
ては、展示会への出展や、オンラインも含めてシンポジウム・セミナー・実習コースの開催等を行った。 

 
 

組織 施設 利用件数 
広報・人材育
成活動件数 

KEK 
Photon Factory（X線構造解析ステーション
等）、J-PARC MLF(中性子、ミュオン) 

1,098 2 

筑波大学 オープンファシリティ 3911 11 
NIMS 自主事業＋ナノテクプラットフォーム 398 13 

産総研 7共用施設（ナノプロセシング施設、SCR等） 518 18 

                                            
1 ナノサイエンスプロジェクト共用装置、ナノテクノロジープラットフォーム（微細加工）、パワーエレクトロ
ニクス共用システム等の共用事業終了に伴い、TIA関連共用事業に加え、全学共用施設利用件数
の総数を示す。 
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東京大学 武田先端知スーパークリーンルーム  468 9 
東北大学 試作コインランドリ 786 14 

合計 3,659 67 
 
[MG会議開催状況] 
今年度の共用施設ネットワーク MG委員会は、下記の通り開催された。 
 

  開催日時 開催場所 出席者 
第 1回 7月 28日 オンライン会議 委員 11名、オブザーバー3名 

第 2回 
1月 31日
の予定 

東京大学とオンラインの
ハイブリッド 

委員 10名、オブザーバー4名 

 
（1）第 1回共用施設ネットワークMG委員会 
 14名の出席者を得て開催した。各組織からの共用施設の状況について報告後、全体討議を行った。
各組織からは、昨年度の活動及び現在の状況について報告があった。全体討議では、共用施設データ
ベースやＴＩＡシンポジウム、第 3期 TIA ビジョンとＡＲＩＭ事業との関連について討議を行った。 
 
 1）各共用施設の報告 

KEKでは、フォトンファクトリーにおける 2021年度各四半期・2022年度第 1四半期の運転状況説
明の際に、電気代の高騰により運転時間に制限が出ているとの懸念が示された。利用実施件数、利用
成果・プレスリリース、PF40年の振り返り、新放射光源計画が紹介された。200 kV クライオ電顕につい
て、企業・大学・内部の利用状況とともに 筑波大学との連携や論文状況が説明された。J-PARC にお
いては、MLF の運転状況はほぼフルパワーに近づきつつあることが紹介された。利用申請状況、出版成
果数、現場で実施する今年で第 6回となるスクールの紹介、電気代の高騰に伴う稼働日数の問題につ
いて説明がなされた。 
 
筑波大では、昨年度紹介したコアファシリティ構築支援プログラムの採択とオープンファシリティ推進機

構への改組について紹介された。共用機器を 2 百数十台からさらに増やし、6 月には筑波大学オープン
ファシリティ研究機器共同利用説明会を 6 月に開催した。さらに人材育成技術職員の交流を推進。利
用登録者数、利用件数、負担金総額の学外・学内内訳を説明した。現在はライフサイエンス分野の機
器が多くなっており、今後も学内外と協力していく事が示された。 
 

NIMSでは、技術開発・共用部門は7ステーションから構成（ARIMセンターを新設）されており、外
部支援は、成果非公開型（NIMS オープンファシリティ）と成果公開型（ナノプラから ARIM に事業が
移行）の 2形態を採っている。利用料金額については成果公開より非公開での利用が上回っており、ま
た民間企業の利用が拡大した。全体の傾向としては右肩上がりとの報告がなされた。 
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産総研では、ナノプロセシング施設（NPF）において、春の建屋ロックダウン、夏の緊急事態宣言や

10～12 月の工事によるクリーンルームの稼働停止で利用落ち込みが大きかった事が報告された。利用
促進を図るため、セミナー開催、展示会出展、各施設での講習会・研究会のオンライン開催を実施し、
概ね盛況である。また新規装置導入について報告がなされ、特に 2 台導入した ALD のニーズが高いと
の事である。加えて CRAVITYがQufabに名称を変更し施設の更新や新規装置を導入したこと、先端
バイオ計測施設（BIO）も新規装置を導入し 8月より外部公開予定であるとの報告がなされた。 
 
東京大では、ナノプラの利用件数、利用日数、利用料収入の報告があった。文科省 ARIM 事業で

は、重点技術領域「革新的なエネルギー変換を可能とするマテリアル」のハブ機関として、東大内で微細
構造解析部門、微細加工部門、MDX 情報基盤センター（機械学習 AI）およびスポーク機関である
広島大学と JAEAの 2機関と連携している。新たにナノシステム集積センターが参画し、企業との連携を
進める。24の研究室の研究成果事例をアピールしており、7月 5日にキックオフシンポを開催した事が報
告された。 
 
東北大では、試作コインランドリにおいて 2010年から順調に利用実績が伸びているとの報告がなされ

た。2022 年 3 月の福島県沖地震の影響は大きく、損害が大きかったものは、受電設備、空調関係、
天井落下等。完全な復旧には困難もあったが短期間で復帰できた。利用の内訳は、7 割が会社、2 割
が学内、1 割が学外のアカデミックであった。ユーティリティの更新や燃料費の高騰（重油）が課題であっ
た。学生の MEMS コンテストや MEMS集中講義が紹介された。 
 
2）全体討議 
共用施設の拡充については、引き続きHPを整備していく事、利用希望者からの問い合わせ対応、各

機関へのDB情報アップデート依頼、が議論された。またHPに掲載する共用施設紹介記事の提供につ
いて討議を行った。 

TIA シンポジウムについて、10月 20日午後 1時 30分から開催する。足立委員長が TIA共用施
設ネットワークについて 12 分の講演をするので、各機関に対して素材の提供を依頼した。また事務局と
足立委員長で調整したダイジェスト動画が紹介された。 

TIA ビジョンについては、以前より物質・材料データプラットフォームへの貢献がもとめられているとの報告
がなされた。また昨年度より始まった ARIM（マテリアル先端リサーチインフラ事業）について、実施体制、
およびデータ構造化やインフォマティックスのツールについて紹介がなされた。また委員からはデータ構造化
や加工プロセスのデータベース化には産業界からも期待が有るとの意見が出された。 
オブザーバーからは、講演会等、情報発信の機会拡大や PoC ハブとの連携、等に関する有益な意見

を頂いた。 
 

（2）第 2回共用施設ネットワークMG委員会 
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 会議は、1月 31日に東京大学および Teams のハイブリッド開催にて各機関の活動報告および全
体討議を行った。参加者は現地参加が 7名、オンライン参加が 7名の計 14名であった。各機関からの
活動報告では今年度の利用実績と広報マーケティング人材育成活動に関する報告の他、特筆すべき
研究成果やイベント開催、データベース構築等のトピックスが紹介された。全体討議では MG 活動の活
性化に向けた意見交換や運営諮問会議での委員コメントを受けて議論が行われ、委員のみならずオブ
ザーバーからも有益な意見を得る事が出来た。会議後は現地参加者による東京大学共用施設クリーン
ルームの見学を行った。 
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4.7. 人材育成 MG 

[活動概要] 
第 3期ビジョンに基づき、次の活動を行った。 
①  「TIA連携大学院サマーオープンフェスティバル 2022」を開催した。 

コロナ禍の影響下、2 つのスクールの実施は見送られたが、昨年度より 1 スクール多い 6 つの
スクールを開催し、受講者数は 333 名となった。（2023 年 1 月 31 日現在;TIA-MEMS
ウインターセミナーについては2月2日開催参加者数追加予定、前年度受講者数445名） 
 

② 筑波大学大学院理工情報生命学術院数理物質科学研究群パワーエレクトロニクスプラット
フォーム（富士電機パワーエレクトロニクス特別共同研究事業）及び筑波大連携大学院連
携研究室（連携機関産総研）における外部の優れた機関と一体となったパワーエレクトロニ
クス分野の大学院教育を実施した。（研究室所属学生数は 20 名、パワーエレクトロニクス
関連科目履修者数は延べ 98名） 

 
③ 筑波大学大学院理工情報生命学術院数理物質科学研究群の「つくば共鳴教育プログラム」

では、Summer  Lecture（ナノテクノロジー特別講義Ⅰ～Ⅳ）を大阪大学と共同で開講
するとともに、海外の教育機関への派遣プログラムの公募を行い 3 名の応募者の派遣を実施
した。 

 
④ 科学技術人材育成費補助事業「科学技術人材育成のコンソーシアムの構築事業」

Nanotech CUPAL が令和 3 年度をもって終了した。令和 4 年度は事業の最終評価に向
け、事後評価報告書を提出し、評価委員による事後評価面接審査を受けた。 
 
 事後評価報告書︓ 

JST のフォーマットに従い、経費（事業総合経費・機関別経費）、取組概要、成果、
今後の進め方について報告した。 
 

 事後評価面接︓ 
【日時】 令和 4年 10月 26日（水）15:30-16:05 【場所】Zoom 
面接はオンラインによる非公開形式で実施された。代表機関である産総研から、総括責
任者代理として金山敏彦顧問が本事業の成果について説明した。面接には産総研の
ほか、共同実施機関である NIMS、KEK、筑波大、京大、東理大、早大、および京都
工芸大の説明者が任意出席し、共同で、評価委員*1との質疑応答に対応した。 
（*1） 令和4年度科学技術人材育成のコンソーシアムの構築事業委員会委員名簿 
 https://www.jst.go.jp/shincho/consortium/outline/meibo.html 
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 評価結果︓ 
事後評価は総合評価 B の結果となった*2。 
（*2） JST 「科学技術人材育成補助事業」サイトによる評価結果詳細 
https://www.jst.go.jp/shincho/hyouka/konsosiamu.html 
 
参考︓【Nanotech CUPAL概要】 

事業期間︓2014年度～2021年度 合計 8年間 
予算︓ 2014年度～2018年度は文科省予算、 

2019年度～2021は自主事業 
機関︓国内の15機関が参加（産総研、NIMS、KEK、筑波大、京大 他） 
目的︓ナノテク分野の若手人材のキャリアアップと流動性向上 

 
⑤ 情報発信・共有機能強化のため、TIA 連携大学院ウェブサイト運用、TIA 連携大学院

「News Letter」刊行を行った。 
 
 
[MG開催状況] 
 第 10回 人材育成 MG会議 

 日時: メール審議の形式で 2023年 1月に実施 
 議題: TIA人材育成マネジメントグループ活動報告について 
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4.8.戦略企画MG 
[活動概要]  
委員長︓安藤 淳（産総研） 
委員︓川喜多 磨美子（NIMS)、和田 洋（筑波大）、今井 寛（KEK）、片山 秀（東
大）、遠藤 哲郎（東北大） 
第 20回運営最高会議にて新設が決定。TIA の活動強化に向けた検討と提言を行う。 
 
[MG開催状況] 
 第 1回戦略企画 MG会議（2022/5/12） 

 委員長（産総研︓安藤）を決定。 
 戦略企画 MG会議で取り扱う具体的テーマと検討する順番を以下のとおり決定。 

  1）人材育成への取り組み 
2）マーケティング機能の強化 

  3）半導体研究開発法人化の検討 
 
【人材育成への取り組み】 
 第 2回戦略企画 MG会議（2022/6/14） 

 半導体をメインとした「1）人材育成への取り組み」について、検討を開始。 
 育成対象と育成内容について議論。 

 
 第 3回戦略企画 MG会議（2022/7/11） 

 「TIA における（半導体）人材育成（案）」を以下の 3要素を軸として策定。 
  1）エレクトロニクス関連へのイメージ向上 
  2）高度人材育成プログラムの具体的検討・実施 
  3）TIA を活用した人材育成の拡充 
 
 第 21回最高運営会議（2022/7/27） 

 「TIA における（半導体）人材育成（案）」を報告、具体化に向けた枠組みとして確
認された。 

 
 第 4回戦略企画 MG会議（2022/8/23） 

 人材育成の具体化向けた体制を整理するため、人材育成 MG およびナノエレ MG と競
技協議することを決定。  
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 産総研 松木氏より「TIA 拠点を活用した半導体人材育成事例」について紹介を受け、
実習プログラムの設計にあたっての狙いや受講者の反応等について意見交換。 

 
 人材育成 3MG合同会議（2022/9/29） 

 人材育成における各 MGの主な役割と方向性を以下のとおり決定。 
  戦略企画 MG︓とりまとめ 

人材育成 MG︓座学編カリキュラムの検討 
ナノエレMG︓実践編カリキュラムの検討 

 
 日立アカデミー鳥居和功様ご講演（2022/12/7） 

 日立アカデミー鳥居和功取締役による講演会「企業での技術人財育成の現状と TIA へ
の期待」を開催し、戦略企画 MG 委員を含む関係者 15 名が参加。鳥居氏からは、
「TIA」のブランド力を用いて「半導体」関連の情報発信を進めると、若手人材確保に有
力との提言を受ける。 

 
【マーケティング機能の強化】 
 第 4回戦略企画 MG会議（2022/8/23） 

 「2）マーケティング機能の強化」について、検討を開始。 
 木村 TIA 事務局長より、「TIA かけはし事業における企業提案テーマを通したマーケティ
ングの実際と課題」について説明を受け、TIA として取り組むべき課題について意見抽出。 

 
 第 5回戦略企画 MG会議（2022/9/29） 

 NIMS 川喜多委員による提案資料に基づき、論点整理として、TIA としてのマーケティン
グ機能の在り方および検討の進め方について議論。 

 
 第 6回戦略企画 MG会議（2022/10/27） 

 検討プロセスとして、あるべき姿、具体的措置、アクションプランの 3点について確認。 
 あるべき姿については、TIA Vision とマーケティング機能の位置づけについて議論。また

KEK今井委員より TIA が提供できる価値について提案あり。 
 
 第 7回戦略企画 MG会議（2022/12/6） 

 TIA Vision とマーケティング機能の位置づけについて引き続き議論。 
 事務局より、各活動におけるマーケティング活用の現状と課題に関する予備調査について
報告。 
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 各 MG に対して、TIA事務局等に求めていること等についてのアンケート調査実施を決定。 
 

 第 8回戦略企画 MG会議（2022/12/22） 
 「MG活動についてのアンケート」内容を決定。 
 「MG 活動についてのアンケート」を、各 MG に対して調査を実施（2022/12/27～

2023/1/17）。 
 
 第 9回戦略企画 MG会議（2023/2/3） 

 「MG活動についてのアンケート」集計結果について事務局より報告。 
 アンケート結果を踏まえ、マーケティング機能強化に向けた取り組みのとりまとめについて議
論。 

 
 第 10回戦略企画 MG会議（2023/2/22） 

 「MG 活動についてのアンケート」結果を踏まえ、TIA の価値向上を目指した取り組みへの
提言について議論。 
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5．モニタリング指標 

 

本章では拠点活用プロジェクト 15 件に係る指標を、TIA の研究開発拠点の活動状況のモニタ

リング指標として以下に記載する。 

 

(1)2022年度の状況 

研究資金(億円)  144.7 口頭発表数(件) 234 

うち公的資金(億円) 139.0 特許出願数(件) 21 

うち公的資金割合(%) 96 共用装置利用数 (件) 3,659 

外部研究者数(人) 381 サンプル出荷数(社) 0 

外国人研究者数(人) 37 連携企業数(社)  196 

査読論文発表数(件) 75 人材育成プログラム学生数(人) 494 

 

 拠点活用プロジェクト 15件について集計した（2023年 1月 31日現在）。 

 「人材育成プログラム学生数」は、TIA連携大学院サマー・オープン・フェスティバル

（SUMMER LECTURE for Nanoscience / Nanotechnology、TIAパワーエレクトロ

ニクス・サマースクール、TIA ナノエレクトロニクス・ナノテクノロジーサマースクール、TIA ナノグリー

ン・サマースクール、先端計測・分析サマースクール、MNOIC実習講座、高エネルギー加速器

セミナー）への参加者(履修者)333名、パワエレ寄附講座教員担当の授業科目に係る科

目履修者数および研究室所属学生数 118名、つくば共鳴教育プログラムの派遣学生数

43名を集計。 
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(2)直近４年間 (2019年度-2022年度)の進捗状況 
 
  2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 

単年 累積 単年 累積 単年 累積 単年 累積 

総事業規

模 

(億円) 

38.8 1,604 53.1 1,658 75.4 1,733 144.7 1,878 

公的資金

割合(%) 
76  90  88  96  

拠点活用

プロジェクト

数 1 

 51  52  57  61 

連携企業

数 
101  120  134  196  

外部研究

者数 
241  231  268  381  

TIA連携

大学院生

数 2 

986 6,341 566 6,907 768 7,675 494 8,169 

 

 1 拠点活用プロジェクトの単年の数値は求めていない。 

 2 Nanotech CUPAL の育成コース参加者、TIA 連携大学院サマー・オープン・フェスティバル(SUMMER 

LECTURE for Nanoscience / Nanotechnology、TIA ナノエレクトロニクス・ナノテクノロジーサマースクー

ル、TIAナノグリーン・サマースクール、TIA-MEMSサマーセミナー、TIAパワーエレクトロニクス・サマースクール、

先端計測・分析サマースクール、高エネルギー加速器セミナー、TIA ナノバイオサマースクール)への参加者(履

修者)、パワエレ寄附講座教員担当の授業科目に係る科目履修者数および研究室所属学生数、つくば共

鳴教育プログラムの派遣学生数を集計。 
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 (3) TIA第 3期 期間中（2020年度-2022年度）のモニタリング指標の推移 

     （参考資料として、第 2期最後の 2019年を表示） 
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